
【訪問系サービスの介護報酬設定のイメージ】

○　包括して評価する部分（地域差を勘案）

※　要支援者を対象とする介護予防サービスについては、１月当たりの包括報酬
　 　要介護者を対象とする介護サービスは、提供時間ごとの出来高による報酬

○　加算等

（注）　当該報酬は支給限度額管理の対象となる。

　●訪問系サービスに係る費用
　　・訪問介護員、理学療法士、作業療法士等の人件費等

　●運営に関わる基本的な管理経費等
　　・人件費等（管理事務相当分）
　　・消耗品費・備品費　　　　　　　　　　　　　　  　等

　●車両等の減価償却相当

　・離島等の長時間移動を要する場合の加算
　・早朝、夜間等の加算　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

参考１
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【通所系サービスの介護報酬設定のイメージ】

○　包括して評価する部分（地域差を勘案）

※　要支援者を対象とする介護予防サービスについては、１月当たりの包括報酬
　 　要介護者を対象とする介護サービスは、提供時間ごとの出来高による報酬

○加算等

（注）　当該報酬は支給限度額管理の対象となる。

　　　　　　　●上記以外の介護サービスにかかる費用
　　　　　　　　・生活相談員の人件費等

　　　　　　　●施設運営に関わる基本的な管理経費等
　　　　　　　　・人件費等（管理事務相当分）
　　　　　　　　・消耗品費、備品費　　　　　　　　　　　　等
　　　　　　　　・その他事務管理経費

・介護職員、看護職員の人件費等

●施設・設備整備の設置者負担分の償還費用相当

要支援１・２

要介護１

要介護３
要介護２

要介護４
要介護５

　（要介護）
　　・入浴加算
　　・機能訓練体制加算　　　　　　　　　　　　　　　等

　（要支援）
　　・運動器機能向上加算
　　・事業所評価加算　　　　　　　　　　　　　　　　 等
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【施設サービス（例：特別養護老人ホーム）の介護報酬設定のイメージ】

○　包括して評価する部分（地域差を勘案）

○加算等

（注１）　平成１７年１０月より居住費（室料+光熱水費相当）
　　　　　及び食費（食材料費+調理費相当）は保険給付の対象外となっている。
（注２）　施設サービス費は支給限度額管理の対象とならない。

　　　●上記以外の介護サービスにかかる費用
　　　　　・生活相談員、介護支援専門員等の人件費等
　
　　　●施設運営に関わる基本的な管理経費等
　　　　　・人件費等（管理者、事務員等）
　　　　　・消耗品費
　　　　　・備品費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
　　　　　・その他事務管理経費

　　　　・介護職員、看護職員の人件費等

　（例：特別養護老人ホームの場合）
　　　・栄養マネジメント加算
　　　・経口移行加算
　　　・在宅復帰支援機能加算　　　　　　　等
　

要介護１
要介護２

要介護４
要介護３

要介護５

10



（例１）　在宅で介護を受ける要支援１の者で、慢性的な医療ニーズがある場合

○介護予防訪問看護 １週当たり３０分未満 ４２５単位
（介護予防訪問看護ステーション）

○介護予防通所リハビリテーション（デイケア） ２，４９６単位
＋運動器機能向上加算 ２２５単位
＋口腔機能向上加算 １００単位

○介護予防短期入所療養介護 ２日 ５３４単位 ×２
　　（ショートステイ）

○介護予防福祉用具貸与 補助杖 １，２３０円

４，３１４単位

介護費合計　　　　４４，３７０（円）

※１）　介護給付費実態調査（平成１７年７月審査分）の結果から平均額を算出
※２）　１単位＝１０円として計算

※２）

参考２

※１）
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（例２）　在宅で介護を受ける要介護５の者の場合

単位数 回数／週 週数（※１）

○訪問介護（身体介護中心）
（３０分未満） ２３１ ×４ ×３．３３
（３０分未満・夜間早朝） ２８９   ×１０ ×３．３３
（３０分以上１時間未満） ４０２ ×６ ×３．３３

○訪問看護（訪問看護ステーション） ８３０ ×２ ×３．３３
（３０分以上１時間未満）

○訪問リハビリテーション ５００ ×１ ×３．３３　　
単位数 日数／月

○短期入所生活介護（ショートステイ） ８８９ ×７ ＝
（併設型・従来型個室）

金額

○福祉用具貸与
　　　特殊寝台 10,800
　　　特殊寝台付属品 1,500

介護費合計　　　３５３，７９０（円）

※１）　短期入所日数を除いた週数
※２）　介護給付費実態調査（平成１７年７月審査分）の結果から平均額を算出
※３）　１単位＝１０円として計算

要介護５（訪問系）
月 火 水 木 金 土 日

訪問介護 訪問介護 訪問介護 訪問介護 訪問介護

訪問介護 訪問介護

訪問看護 訪問看護

訪問介護 訪問介護 訪問介護 訪問介護 訪問介護 訪問介護

訪問リハ

訪問介護 訪問介護

訪問介護 訪問介護 訪問介護 訪問介護 訪問介護

１，６６５単位

６，２２３単位

（合計）

積算

積算

３，０７７単位

８，０３２単位
９，６２４単位

５，５２８単位

３４，１４９単位

短期入所　　１か月に７日利用

午
前

午
後

１２，３００円

積算

※３）

※２）

12



（例３）　施設サービスを受ける要介護５の者の場合 （平成18年4月以降）

特別養護老人ホーム入所者

単位数 日数／月 積算

　　

介護老人保健施設入所者

単位数 日数／月 積算

　　

介護療養型医療施設入院患者

単位数 日数／月 積算

　　

※　１単位＝１０円として計算

総費用額　401,890円

総費用額　300,960円

30.4

30.4

30.4 40,189

30,096

27998.4

総費用額　279,984円

○介護福祉施設サービス費（Ⅱ）（多床室）

○介護保健施設サービス費（Ⅱ）（多床室）

○療養型介護療養施設サービス費（Ⅰ）（ⅱ）
（看護６：１、介護４：１）（多床室）

1,322

990

921
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○公費負担、保険料負担の内訳及び負担割合

第1号保険料（平均１９％）

12,278億円

保険負担（50%）

第２号納付金（当年度分）（３１％） 32,311億円

20,033億円

4,233億円

3,231億円

国　負担金　　　　　　（２０％　居宅）

　　　（１５％　施設等）

11,496億円

公費負担（50%）
都道府県 　　　（１２．５％　居宅） 32,311億円

　　　（１７．５％　施設等）
9,506億円

市町村 （１２．５％）

8,078億円

介護給付費 計 64,622億円

国庫（再掲）

国　調整交付金　　（５％）

（参考）介護保険財源構成の概要（平成18年度予算）

※　数字は、それぞれにおいて四捨五入しているため、合計において一致しない。

給付費負担割合

参考３
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